
書式第12号 (法第28条関係 )

令和5年度 事業報告書
豊島鳳墜蜆口麟ム五

～
田団L

1事業の成果
令和5年度は、経済同友会・ISAとの連携協定の締結を踏まえた、共助資本主義の実現に係る取組や複数政党
への政策提言実施、ソーシャルセクター間での相互協力・連携などを行った。

2事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【7 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 0 千円)

事業報告用

日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費
(千円)

定款に記載
された事業名

事業内容

複数政党より依頼受け、税制

改革・政策提言に関するヒアリ
ングの実施

4～5月

11～ 12月
議員会館 4人

各会で各

政党の議

員等 “

人程度

ソーシャルビジ

ネスに関する調
査研究、政策提

言及び普及啓

発等に係る事業

ヘソーシャルセ

クターの政策形成や課題解
決に資する助言始動を目的と

したアドバイザリー業務を委

託。
その取組の一つとして、加盟

団体が抱えるテーマ・課題に

対し、オンライン上でのコーチ
ングを各月開催

8～ 12月

の各月

事務所

(オンライ

ン)

1人

社会的企

業・NPO
及び企業

担当者

Ю人程度

9月
六本木

ヒルジで
3人

社会的企

業・NPO
及び企業
担当者

1∞人

程度

行政・企業等と

非営利団体の

連携による社会

課題解決に係る

事業

「共助資本主義の実現」に向

けて。7月 6日 付で新公益連

盟・経済同友会・ISA間で連携

協定を締結し、6つの協働事

項に沿って協業を推進。9月 8

日には、「マルチセクターダイ

アログ」を共同開催

主に社会的企業・NR)向けに
全国各地域の先進的な取り

組みや経営ノウハウに関する
セッションを行うイベントを企

画・開催す (ソーシャルビジネ
ス経営者合宿こころざし!の

開催 )

10月

宮城県

仙台市

ホテル

ニュー水

戸屋

8人

社会的企

業・NЮ
及び企業

担当者

147人

ソーシャルビジ

ネスに関する制

度や経営ノウハ

ウ等の情報収

集・提供、人材

育成及び相互

協力促進等に

係る事業

近年喫緊性が高まつている
「孤独・孤立」に焦点を宛て、
「コレクティブインパクトx孤独・

孤立の課題解決」をテーマ

に、日本、東アジア/東南アジ

ア、米国における当該テーマ

の課題の現状と先進的な取り

組みを調査し、国やセクター

を越えた知見共有や共創の

可能性を模索。4月 と10月 に

は会員向けに報告会を開催。

4月

10月

事務所

(オンライ

ン)

5人

社会的企

業・NPO
及び企業

担当者

各会30人

程度

7,566千 円

定款に記載
された事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

事業費
(千円)

なし なし ■■■‖■■■■■■‖■■■



書式第10号 (法第28条関係)

令和5年度 活動計算書 (その他事業がムい場合)

.1「

業報告り||

特定非曽利活動法人新公贔撼盟

金  額 小
=1綸
計科 日

4●彙収
`ソーシャルビジネスに関する日■研究.取贅饉

=及
び
=及
薔発■に

“

る
,彙
行取・企,0と非●利団体の■

'に

よる社会瞑■解決に優る0彙
ソ~ンヤルビジネスに関する

“

底や饉彗ノウハウ,の ,1■収■・,11t.人
材青咸及び相互協力促4● に優る●彙

燿 常 収 蓬

■ 常 収 査 計

2曼 取■け全
員取書附金

廊故年受入層●●

3曼 取助咸奎等
受取鶴助金

21033

1曼取
:I曇書量:曇費

5その個の収菫
受取利忠

織収姜

経 用

1●薬費

事実費il

3534370

11000

103'0

20X,(XX〕

6.385

50000

20,000

217.Oα〉

24244

45.,92

:6.634

1,3X

i.425.000

301,

工006

:B】 経 常 彙 周

(1)人

"彙給料手当

性員薇

“遅■綸付彙用

`澪
厚生費

(2)その●饉■

会口彙

掟賣交壽賣

消毎品費

通信■搬費

印刷製本員

■務晏

“

費

支払手敷軒

広告宣伝賣

雑賣

2警 電費
(1)人i彙
役員颯樹

綸綺手当

退●綸付費用

福利厚生費

(2)その撻 彙

会饉■

旅費交通責

瀾耗品費

通信遺搬費

地代睾彙

彙務手

"彙租毯公撃壼

,附全

支払手欧料

1 441 27,当 期 経 常 増 減 額 【A】 ―【B】 ¨● .

燿 常 収 益

経 常 外 収 益 計

固定贅産亮却奎

過年度損益修正査

経 外 月

【D]経 常 外 費 用

過年度慢益修正損

固定贅蔵

災書損失

当 期 経 常 外 増 滅 傾 【C】―【0】 …●

5.373.025

税 引 前 当 期 正 味 財
=増
議 薔 ①+② …0

茨 翔 繰 餞 正 味 財 建 薇 0-(4+0

:|



書式第15号 (法第28条関係 )

令和5年度 貸借対照表

事業報告用

特定非営利活動法人 新公益連盟

科 目 金  額 小計・合計

9,315,898

定 産

1流動資産

流動資産合計 ・…①

2固定資産

9.243,898

72,000

0

(2)無形固定責産

ソフトウェア

惜地権

現金預金

未収金

棚卸資産

(3)投資その他の資産

敷金

長期貸付金

資 産 の

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

【A】資 産 合 計 ①+② 9.315.898

2.496.600

0

2.496.600

【B-1】 負 債 の 部

2固定負債
流動負債合計・・・③

負 債 合 計 ③+④
固定負債合計・・・④

1,625.600

140.000

695.000

36.000

長期惜入金

退職給付引当金

1 流動負債

未払金

預り金

前受正会員会費

前受賛助会員会費

5.378,025

1,441,273

正 産 計

【B-2】 正 味 財 産 の 部

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

6.819.298

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 9.315.898



16 28

令和5年度 計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人 新公益連盟

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)

(1)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2. 事業別損益の状況

ソーシヤル
ビジネスに
関する調査
研究、政策
提言及び普
及啓発等に
係る事業

行政・企業
等と非営利
団体の連携
による社会
課題解決に
係る事業

・シヤフレ
な
詢
¨
動

収集・提

ヽ
人材育
¨
時
に

ソ
ビ

関
や

パ
報
供
成
協

に

事業部門計 管理部門 合計科 目

0

0

0

4.950.595

0

0

600,000

0

4.950.595

0

5,324,000

841

0

0

21.110

5,324,000

600,841

0

4,950.595

21.110

〈
Ｖ
ハ
Ｖ

600.000 4.950.595 5.550.595 5.345.951 10.896.546

0

50,000

0

50.000

0

50.000

0

50,000

100.000 100.000

851,851

3.534,870

11,000

16,370

0

160

1.000,000

0

0

5.335

50,000

0

851,851

3.534.870

11.000

16,370

0

160

2,800,000

0

0

5,335

50,000

297.000

217.0(Ю

24,241`

45,992

15.634

19,8〔】D

0

l.425,600

1,6(】0

8,011

30,806

0

0

1.068,851

3.550.114

56.992

32.004

19.800

160

4,225.600

1.600

8,011

36.141

50.000

297,000

7.566.586 1.788.687 9.355.2731.497.000 600,000 5,469,586

600.000 5.469.586 7.566.586 1,888.687 9,455.2731.497.000

-897,000 -600.000 -518,991 -2.015,991 3.457.264 1.441.273

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
会議費

旅費交通費

消耗品費

通信運搬費

地代家賃

印刷製本費

業務委託費

租税公課費

寄付金

支払手数料

広告宣伝費

雑支出

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第17号 (法第28条隕係)

令和5年度 財産目録

事業報告用

特定非誉利活動漱人新公益連盟

金  額 ′
1ヽ ■ :合 計千1日

ソーシャルビジネスに関する

"度
や経営ノウハウ等の情報収集・提   :

供 .人材育成よび相互協力促進■に優る0■未収金        :

9015.898

1

,2000

産

計

未収金

ソーシャルビジネスに関する調査研究 .
係る●来未収金
行政・企案等と非営利団体の連携によ
収金

∞ α
"

9.100.393

・

llil.金載,=通預金

欄卸贅産

販売用寄附物品

O

O

(1)i彩固定資産

車両遭撮具

事業用車両

什塁備品

パソコン

(2) 責産

僣地IE

OO市 事業所

ソフトウェア

オペレーシヨンシステム

文書■彙ソフト

〈3)投資その他の責産

敷奎

00市 事彙所

■翔貸付金

OO銀行

の

2固 定責

9.015.898【A】資 産 合 計 1+②

140000

40.000

.000

2496.600

0

1

使 の 部

2固

【B-1】

150.000

60()00 i

1 425600

未

“

金

彙務晏

“

費 (一般社団注人ROF)

投員報酬

彙務晏託彙(いコンセンサス )

695.000

06000

長期僣入金

00銀 行僣入金

退職お付引当全

●員

■り金

預籠金

前受け金

前受工会員会費

前受贅助会員会■

合計 ・

【8-1】 負 債 合 計 3)+0 2.496.60(

6819298【8-2】 正 味 財 産 合 針 【A】―【B-1,

0:

1.625600:

0



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 5年度年間役員名簿

事業報告用

(前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び

住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における
報酬の有無を記載した名簿)

生農撻墾嘘口法人紅劉麹期L

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役名

どちらかに○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入 )

理事

クリタ トモコ

(シライ トモコ)
栗田 智子

(白井 智子)

令和 5年 1月 1日

令和 5年12月 31日

年  月  日

年  月  日

理事

フジサワ レツ

藤沢 烈

令和 5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日

理事

コヌマ ダイチ

小沼 大地

令和 5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年 月 日

４

● 監事

オニザワ ヒデマ
.…

鬼澤 秀昌

令和 5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日

令和 5年 1月 1日

令和 5年 12月 31日



書式第4号 (法第 10条・第28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 新公益連盟

氏  名

栗田(白井)智子

2
―般社団法人RCF
代表理事 藤沢烈

3
特定非営利活動法人クロスフィールズ

代表理事 小沼大地

4

認定特定非営利活動法人日本ファン

レイジング協会

代表理事 鵜尾雅隆

5
認定特定非営利活動法人フローレン

代表理事 駒崎弘樹

 

6
認定特定非営利活動法人育て上げ

ネット

理事長 工藤 啓

7
特定非営利活動法人ADDS
共同代表 竹内弓乃

8
認定特定非営利活動法人かものはし

プロジェクト

理事 村田早耶香

9
READYFOR株式会社
代表取締役CEO米 良はるか

10
認定特定非営利活動法人Homedoor

理事長 川口加奈

11
特定非営利活動法人セイエン

代表理事 関口 宏聡

12 宮城治男  

13
認定NPO法人PECES
代表理事 小澤いぶき   

14
特定非営利活動法人ドットジェイピー

理事長 佐藤大吾




